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労基法施行規則等の改正案「届出等の際の押印等の廃

止・36 協定届などの様式の見直し」について 

行政手続における押印の見直しを受け、「労働基準法施行規則等

の一部を改正する省令案」のパブリックコメントによる意見募

集が、令和２年 10 月９日から開始されました（意見募集の締切

りは令和２年 11 月７日）。 

◆改正の趣旨 

労働基準法および最低賃金法の規定に基づき、使用者に提出が

求められている届出等について、規制改革実施計画（令和２年

７月 17 日閣議決定）等において、行政手続における押印の見直

しが明記されたことを踏まえ、これら届出等に際し、使用者お

よび労働者の押印、または署名を求めないこととするというも

のです。 

◆規制改革実施計画 

令和２年７月 17 日に閣議決定された規制改革実施計画のデジ

タルガバメント分野における新たな取組みとして、「行政手続に

おける書面規制・押印、対面規制の抜本的な見直し」が掲げら

れ、「各府省は、……原則として全ての見直し対象手続について、

恒久的な制度的対応として、年内に、規制改革推進会議が提示

する基準に照らして順次、必要な検討を行い、法令、告示、通

達等の改正やオンライン化を行う。」ことが明記されました。 

◆改正の概要 

労働基準法施行規則、事業附属寄宿舎規程、年少者労働基準規

則および建設業附属寄宿舎規程ならびに最低賃金法施行規則に

おいて、法令上押印等を求めないこととするとともに、労働基

準監督署長等への届出等の際に押印等を求めている省令様式に

ついて押印欄を削除します。 

押印等を求めている省令様式のうち、36 協定届など、事業場の

労働者の過半数で組織する労働組合または労働者の過半数 

「策定中」「今後、策定予定」と回答した企業は合わせて36

.1％だったそうです。一方、「必要だと思うが、予定はない」

と回答した企業は42.4％となっています。感染症ＢＣＰ策定上

の課題として、「ノウハウやスキルがない（66％）」「人員が

割けない(49.5％)」との回答も多く、ＢＣＰ策定の必要性は感

じながらも、なかなか実施できないという企業の実情が読み取

れます。 

◆企業に求められる対策 

本調査は東京23区の会員企業の現況を示したものですが、対

策が十分といえる企業はまだ少なく、付け焼刃的に対応してい

る企業が多いようです。感染症に限らず、最近は自然災害等に

よる影響も目立つところです。今後は、地域ごとの特徴を踏ま

え、自社の課題を整理したうえでの、わかりやすい対策マニュ

アルの策定が求められていくことでしょう。 

11 月の税務と労務の手続期限［提出先・納付先］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局または

銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採用した

労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

16 日 

○ 所得税の予定納税額の減額承認申請書（10 月 31 日の現況）

の提出［税務署］ 

30 日 

○ 個人事業税の納付＜第２期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 所得税の予定納税額の納付＜第２期分＞［郵便局または銀

行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提出

［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）

＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

 

 （い い 労 務） 

を代表する者の記載のあるものについては、労働組合の記名が

されている場合には事業場の労働者の過半数で組織されている

旨を、過半数代表者の記名がされている場合には事業場の労働

者の過半数を代表している旨および当該過半数代表者が労働基

準法施行規則６条の２第１項各号（※）のいずれにも該当する

者である旨のチェックボックスを設けることとするほか、所要

の改正を行います。 

※①法41条第２号に規定する監督または管理の地位にある者で

ないこと。②法に規定する協定等をする者を選出することを明

らかにして実施される投票、挙手等の方法による手続きにより

選出された者であって、使用者の意向に基づき選出されたもの

でないこと。 

◆いつから施行 

令和３年４月１日予定（公布日は令和２年 12 月中旬予定）とな

っています。 

企業における感染症対策の実態は？～東京商工会議所調

査より 

◆企業活動に影響を及ぼした新型コロナウイルス感染症 

今年の頭から全世界にパニックを引き起こした新型コロナウ

イルスですが、多くの企業の事業活動にも大きな影響を及ぼし

ています。東京商工会議所が会員企業1,477社（回答数582社、

回答率39.4％）を対象に実施した調査でも、76.1％が新型コロ

ナウイルス感染症拡大は事業継続への影響を与えたと回答して

います。大なり小なり、何ら影響を受けていないという企業は

少ないのではないでしょうか。 

◆感染症ＢＣＰ 必要性は認識しながらも策定困難な企業が多

い 

本調査では感染症の対応を含むＢＣＰ（事業継続計画）の有無

についても聞いており、「有る」と回答した企業は 17.8％、 

 


